
（ 4 ） 共済金（ 損害共済金及び費用共済金） をお支払いする

　 　  場合

①損害共済金のお支払い対象と なる事故（ 共済事故）

は、次のと おり です。

ア．建物火災共済の場合

　 火災、落雷、破裂・ 爆発、建物の外部から の物

体の落下・ 飛来・ 衝突又は倒壊（ 自然災害の事故

による 損害は除き ます。）、建物内部での車両又

はその積載物の衝突又は接触（ 自然災害の事故

による 損害は除き ます。）、給排水設備の事故及

び加入者以外の占有する戸室で生じ た事故によ

る 水ぬれ（ 自然災害の事故による 損害は除き ま

す。）、建物の専用水道管の凍結により 生じた破損

（ ただし 、前記の給排水設備により 生じた事故によ

り 水ぬれ損害が生じた場合を除きます。）、盗難に

より 生じ たき 損・ 汚損、騒乱、集団行動による 暴

力・ 破壊行為（ 以下「 火災等事故」 と いう 。）

イ．建物総合共済の場合

　 前記アの火災等事故に加えて、自然災害（ 台

風、旋風、突風、暴風雨、洪水、豪雨、なが雨、高

潮等の風水害、降雪、雪崩等の雪害、土砂崩れ、

崖崩れ、地滑り 、地震及び噴火並びにこ れら によ

る津波（ 以下「 地震等」 と いう 。）、その他こ れら に

類する自然現象）

②損害共済金のお支払い額

　 損害共済金のお支払い額の算定方法は、火災等

事故、地震等事故を 除く 自然災害、地震等事故ごと

に異なり ますので、共済約款でご確認く ださ い。な

お、共済金額が共済目的の価額（ 共済価額） に満た

ない場合、損害額の一部し か補償が受けら れません

ので、十分な補償が受けら れるよう 共済価額いっ ぱ

いにご加入く ださ い。また、建物総合共済における

地震等のお支払いでは、ご加入いただいた共済金額

は共済金額×5 0 ％と して計算さ れますのでご 注意

く ださ い。

③前記の損害共済金に加えて次の費用共済金をお支

払いし ます。詳し く は共済約款でご確認く ださ い。

ア．残存物取片付け費用共済金

　 損害を 受けた共済目的の残存物の取り 壊し・

片付け費用の実費（ 損害共済金×1 0 ％が限度）

をお支払いし ます。（ 地震等による事故を除く ）

イ．地震火災費用共済金

　 建物火災共済において地震等事故による火災

により 一定以上の損害が発生し た場合、共済金

額×5 ％をお支払いし ます。なお、建物総合共済

においては、地震等事故について損害共済金を

お支払いするため、地震火災費用共済金のお支

払いはあり ません。

ウ．特別費用共済金

　 前記（ 4 ） ①の事故（ 地震等による 事故を 除

く ） において、損害割合（ 共済価額に対する損害

額の割合） が8 0 ％以上の場合、共済金額×1 0 ％

（ 2 0 0 万円が限度） をお支払いし ます。

エ．損害防止費用共済金

　 消火活動のために使用し た消火薬剤等の再取

得費用を 約款に基づく 算定方法により 、お支払

いし ます。

オ．失火見舞費用共済金

　 延焼等により 近隣の他世帯に被害がおよ んだ

場合、被災世帯×5 0 万円（ 共済金額の2 0 ％が

限度） をお支払いし ます。

カ．水道管凍結修理費用共済金

　 共済の対象である 建物の専用水道管につい

て、凍結によって損害（ 破損の損害を いいます。

ただし 、水ぬれ損害により 共済金を支払う 場合及

びパッ キングのみに生じ た損害を 除き ます。） が

生じ た場合、1 回の事故につき、水道管凍結修理

費用の額（ 1 0 万円が限度） をお支払いし ます。

（ 5 ） 共済金をお支払いできない場合

①共済掛金等を払い込みいただく 前に生じ た損害

②加入者又はその者の法定代理人の故意又は重大な

過失によって発生し た損害

③加入者と 生計を共にする同居の親族の故意によって

発生し た損害

④加入者でない者が共済金の全部又は一部を 受け取

る場合において、その者又はその者の法定代理人の

故意又は重大な過失によって発生し た損害

⑤共済事故の際における 共済目的の紛失又は盗難に

よる損害

⑥共済目的の性質又は欠陥によって生じ た損害

⑦火災共済への加入の場合は、自然災害・ 地震等に

よって生じ た損害

⑧加入者が損害通知を怠り 、又は故意若し く は重大な

過失によって不実の通知をし たと き

⑨加入者が正当な理由がないのに損害調査等を 妨害

し たと き

⑩告知義務・ 通知義務又は重大事由等により 契約を

解除し たと き

⑪加入者が必要な追加共済掛金等の払い込みを怠った

と き

⑫加入者が損害防止義務の指示に従わなかったと き

⑬加入者が共済金の支払請求手続を3 年間怠ったと き

など

建物火災共済・ 総合共済重要事項説明書

　 こ の説明書は、建物共済へのご加入にあたり 、あら かじ めご承知いただきたい重要事項をまと めた

も のです。必ずお読みいただき、内容をご確認・ ご了承の上、お申込みいただきますよう お願いいたし ま

す。なお、ここ に掲載し た以外にも 大切な事項がござ いますので、ホームページや共済約款も ご確認い

ただきますよう お願いいたし ます。  

　 また、ご不明な点がございましたら農業共済組合（ 以下「 組合」といいます。）までお問い合わせ願います。

　 ホームページ（ http s ://w w w .nos a im iy a g i.o r.jp /） 又は、「 N OSA I宮城」 で検索してく ださ い。

　 加入申込書の提出は、本書面を 確認して行われたも のと みなし ます。

（ 1） 加入の申込み（ 契約の申込みと 成立）

　 建物共済の契約は、加入さ れる方が建物共済

加入申込書に記入・ 押印し て申込み、組合がその

申込みを承諾し たと きに成立し ます。

（ 2 ） 補償の対象（ 共済目的）

　 補償の対象は、建物及びその建物に附属又は

収容する次の物です。

①建物の基礎及び畳、建具その他の従物、電気・

ガス・ 水道・ 空調設備などの付属設備（ 補償の

対象とし ない旨の申出が無ければ、補償の対象

と なり ます。）

②建物に附属する 門・ 垣・ 塀その他の工作物（ 補

償の対象と する場合は、申出が必要です。）

③建物に収容さ れて いる 家具類及び小農器具

（ 以下「 家具類等」 と いう 。）（ 補償の対象と す

る場合は、申出が必要です。）

（ 注1 ） 建物であっても 、構造、設備及び用途

（ 業種） などにより 補償の対象にできない場

合があり ます。

（ 注2 ） 次の物は補償の対象と なり ません。

道路運送車両法に規定する自動車

通貨、 有価証券、 預貯金証書（ 預金証書又は

貯金証書を いい、 通帳及び現金自動預け払

い・ 支払機用カ ード を含みます。）、印紙、切手、

乗車券、 その他こ れら に準ずる物

貴金属、宝玉及び宝石並びに書画、骨と う

品、彫刻物その他美術品で1 個又は1 組の価

額が3 0 万円を 超える物

稿本、設計書、図案、ひな型、い型、模型、証

書、帳簿その他これら に準ずる物

動物及び植物等の生物

営業用什器備品、商品、製品、半製品、原材

料、工作機械その他これらに準ずる物

テ ープ、 カ ード 、ディ ス ク 、ド ラ ム等のコ ン

ピュータ 用の記録媒体に記録さ れているデー

タ その他こ れら に類するも の

船舶（ ヨ ット 、モータ ーボート 及びボート を含

む） 及び航空機

建物共済加入申込書に共済目的から 除外する

旨を記載している物

（ 3 ） 加入できない建物等

　  （ 次に掲げるも のは、加入できません。）

①空家（ 通常居住するための家具類等が収容さ

れておら ず、すぐ の再利用が不可能な 建物で

す。また、管理が十分さ れておら ず、損害防止

義務を 果たすこ と ができ ないと 判断さ れる 建

物をいいます。）

②建築中の建物、映画館、劇場、カラオケハウス、

キャバレ ー、ナイト ク ラブ、ダンスホール（ 床面

積3 3 0 ㎡以上の建物）、遊興施設、その他こ れ

らに類する建物

③すでに一部に被害を 生じ 、いまだに復旧さ れて

いない建物

④その他、上記と 同等の危険が発生する 恐れが

あると 判断さ れる建物

契約概要のご説明1

1  仕組み及び引受条件等
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1  事故が起こった場合の手続き

①事故が発生し た場合遅滞なく 組合にご連絡く ださ い。

②共済契約者は共済金請求書などの書類を 作成し 、事故を 通知し た日から 3 0 日以内に提出してく ださ い。

③組合は事故による損害があった共済目的について必要な調査をすること ができます。

④事故の通知を怠ったり 、故意若し く は重大な過失により 不実の通知をし 、また正当な理由がなく 損害調査の

妨害、請求書類に不実の記載や変造し た場合、契約を解除し 、共済金をお支払いできないこと があり ます。

2  共済金支払後の共済契約

①損害割合（ 共済価額に対する損害額の割合） が8 0 ％以上の事故が発生し たと きは、その損害が発生し たと き

に共済契約は消滅し ます。

②損害割合が8 0 ％未満の場合、共済契約は当初契約の内容で共済責任期間の終了日まで継続し ます。

　 共済掛金等の納入は、口座自動引落をおすすめしています。

　 現金での払い込みの場合は、加入申込みをさ れた方が、自ら 当組合、指定金融機関及びコ ンビニエンススト アで払

い込み下さ い。職員による現金集金業務は、行っており ません。

　 組合は、個人情報保護法に基づき、ご加入いただいた建物共済に関する情報について、引受・ 損害評価・ 損害防止・

加入推進等の目的以外には利用いたし ません。ただし 、建物共済の異動処理及び共済金の支払手続き上、第三者へ

の情報提供を行う 場合があり ます。

2  共済責任期間
　 建物共済の共済責任期間は、組合が加入の申込み内容を 承諾して加入者から 共済掛金等の払い込みを 受け

た日の午後4 時から 開始し ます。ただし 、共済証券にこ れと 異なる共済責任開始日が記載さ れていると き は、そ

の日から 開始し ます。

　 なお、共済責任期間が始まった後であっても 、共済掛金等の払い込み前に生じ た事故による 損害又はその事

故に伴い生じ た費用に対しては、共済金はお支払いできません。

3  契約条件（ 共済金額等）
（ 1） 契約の単位

①建物1 棟ごと の契約と なり ます。（ 家具類等も 含めた場合も 合わせて1 棟と なり ます。）

②家具類等は、契約建物に収容さ れている物に限り 、家具類等単独での契約はできません。

③家具類等は、加入申込書において除外さ れている物を除き 一式の契約と なり ます。

（ 2 ） 共済金額の設定

①共済金額は、（ 3 ） の条件の範囲でご契約く ださ い。なお、用途等により 制限が設けら れています。

②共済金額は、事故が発生し た場合に十分な補償が受けら れるよう 、共済目的の価額いっ ぱいに設定して

く ださ い。共済金額が共済価額に対して過小または過大である場合には、損害額の一部し か補償さ れな

かったり 、共済掛金等が無駄になること があり ます。

（ 3 ） 共済金額の設定条件

①建物火災共済の共済金額の最高限度額は1 棟6 ,0 0 0 万円です。

②建物総合共済の共済金額の最高限度額は1 棟4 ,0 0 0 万円です。

③共済金額の設定は、1 棟ごと に5 万円以上で、1 万円単位と なり ます。

（ 6 ） 共済金を支払わない損害

　 次の事由によって発生し た損害（ こ れら の事由によって発生し た事故が延焼または拡大して発生し た損

害を含みます） に対しては、損害共済金を支払いません。

①戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他こ れら に類似の事変または暴動

②地震等（ 火災共済に限り ます。なお、火災共済では地震等の災害に起因する火災事故について地震火災

費用共済金をお支払いし ます。給付内容は5 ページをご覧く ださ い。）

③核燃料物質（ 使用済燃料を含みます） もし く は核燃料物質によって汚染さ れた物（ 原子核分裂生成物を

含みます） の放射性、爆発性その他の有害な特性に起因する事故

1  告知義務・ 通知義務

　 ご契約時に加入者の方は、組合が告知を求めたも のについて、事実を正確に伝えていただく 義務があり ます。

また、ご契約の成立後、申込書に記載さ れた内容に変更等があった場合、遅滞なく 組合へ通知していただく 義務

があり ます。こ れら の項目が事実と 違っている 場合又は事実を 記載し なかった場合若し く はそれら を 通知し な

かった場合などは、ご契約を解除し 、共済金をお支払いできないこ と があり ますので、建物共済加入申込書の記

載内容を必ずご確認下さ い。〔 建物共済加入申込書の★印が告知事項で、☆印が通知事項です。〕

2  重大事由による解除

　 次のこと があった場合は、ご契約を解除し 、共済金をお支払いできないこと があり ます。

①組合に共済金を支払わせることを目的として損害を 生じ さ せ、又は生じ さ せよう とし たこと

②共済金の請求について詐欺を行い、また行おう とし たこと

③組合の加入者に対する信頼を損ない、契約の存続が困難な重大な事由があること

特約の名称 特約の概要

小損害実損てん補特約

損害の額が3 0 万円以下の小損害事故の場合に損害の額を共済金としてお支払

いし ます。こ の特約は、建物火災共済又は建物総合共済の共済金額が1 ,0 0 0

万円以上の契約に付帯でき ます。また、建物火災共済及び建物総合共済（ 共

済目的及び共済責任期間が同一であるも のに限り ます。） の共済金額の合計が

1 ,0 0 0 万円以上の場合における当該建物火災共済又は建物総合共済のいずれ

かに付帯すること ができます。

臨時費用担保特約

事故（ 地震等を 除く ） の際の臨時の出費のために損害共済金×加入の際に選

択さ れた給付割合（ 1 0 、2 0 、3 0 ％） をお支払いし ます（ 2 5 0 万円が限度）。ま

た、火災等事故により 加入者や同居人などの方が、死亡又は後遺障害を被った

場合、1 名ごと に共済金額×3 0 ％（ 2 0 0 万円が限度） をお支払いし ます。

費用共済金不担保特約
事故の際にお支払いする共済金は、損害共済金のみで、費用共済金のお支払い

はあり ません。

建物火災共済・ 総合共済重要事項説明書

（ 7 ） 共済金支払いに関して付帯できる特約及びその概要

注意喚起情報のご説明2

事故が起こった場合の手続き 等3

個人情報の取扱い4

加入者の皆様へ5
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